
                               事 務 連 絡  

令和６年７月25日 

各 都道府県介護保険主管部（局） 御中  

各 市区町村介護保険主管部（局） 御中 

                     厚生労働省老健局介 護 保 険 計 画 課 

               高 齢 者 支 援 課  

認知症施策・地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

 

令和６年７月25日からの大雨による災害に伴う被災者に係る 

被保険者証の提示等について 

 

標記災害の被災に伴い、秋田県及び山形県の一部地域において災害救助法（昭和22年法

律第118号）が適用されました。当該地域の被保険者については、被保険者証及び負担割合

証（以下「被保険者証等」という。）を消失あるいは家屋に残したまま避難していること

により、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者及び介護保険施設等に提示で

きない場合等も考えられることから、この場合においては、氏名・住所・生年月日・負担

割合を申し立てることにより、被保険者証等を提示したときと同様のサービスを受けられ

る取扱いとします。 

すなわち、被保険者証等の提示がなくとも、市町村が保険給付費相当額を指定居宅サー

ビス事業者等へ直接支払うこと（代理受領方式による現物給付化）ができることとなりま

す。  

また、要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）については、下記の取扱いとしま

す。  

・ 新規の要介護認定申請前にサービスを受けた被保険者に対しても、市町村の判断によ

り特例居宅介護サービス費等を支給することができます。  

・ 要介護認定及び要介護認定の更新等の申請を行う者が、上記の事情により、被保険者

証の提示ができない場合においても、当該申請を受理することができる取扱いとしま

す。 

・ 既に要介護認定申請を行っている方に対して、認定審査会を開催できない等の事情に

より通常の要介護認定を行えない場合も、暫定ケアプランを用いたサービス提供を行

うことができる取扱いとします。 

・ 要介護認定の更新申請をすることができる方が要介護認定の有効期間の満了前に申請

をすることができない場合についても、要介護認定の更新申請があったものと見なし

引き続きサービス提供を行うことができる取扱いとします。  

ついては、上記趣旨について御了知いただくとともに、管内市町村及び関係者等への周

知徹底をお願いいたします。 

別紙１



※ 被災により被保険者証等を紛失・消失した被保険者に対しては、上記の取扱いに

ついて周知するとともに、速やかに再交付申請を行うよう勧奨されますようお願い

いたします。 
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事 務 連 絡 

令 和 ６ 年 ７ 月 25 日 

 

 

各          介護保険担当主管部（ 局）  御中 

 

 

厚生労働省老健局 高 齢 者 支 援 課 

認知症施策・ 地域介護推進課 

老 人 保 健 課  

 

令和６ 年７ 月 25 日から の大雨災害に係る 

介護報酬等の柔軟な取扱い（ 基準緩和等） について 

 

今般の令和６ 年７ 月 25 日から の大雨災害について、 被災地域が広範に及ぶと

と も に、緊急的な対応が必要であるこ と から 、介護報酬等の取扱いについて、下

記のと おり 整理するこ と と いたし まし た。  

つき まし ては、 管内市町村及び介護サービス施設・ 事業所（ 以下「 事業所等」

と いう 。） への周知を徹底し て頂き ますよう 、 よろ し く お願いいたし ます。  

なお、事業所等が被災し たこ と により 、一時的に「 指定居宅サービス等の事業

の人員、 設備及び運営に関する基準」（ 平成 11 年厚生省令第 37 号。 以下「 基準

省令」と いう 。）及び「 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準」

（ 平成 12 年厚生省告示第 19 号。 以下「 報酬告示」 と いう 。） 等に定める施設基

準・ 算定要件等を満たすこ と ができ なく なる場合等の取扱いについて、以下に示

す取扱いは例示であり 、 その他の柔軟な取扱いを 妨げる も のではないこ と を 申

し 添えます。   

 

記 

 

１ ． 各サービス共通事項 

( 1)  避難先市町村における要介護認定等の事務の取扱いについて 

被災等により 他の市町村に避難し た者について、 新たに介護が必要と な

っ た場合（ 心身の状態が変化し 、 要介護認定の区分変更が必要な場合を 含

む。 )  は、 避難先の市町村において要介護認定等の事務を代行し 、 事後的

に避難元の市町村に報告する等の柔軟な取扱いと し ても 差し 支えない。  

また、 避難前に受けていた要介護度が不明な場合は、 上記の要介護認定

都道府県 

市 町 村 
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等の事務の代行等を 実施する前に、 可能な範囲であら かじ め避難前の市町

村と 連絡を と る等、 適切な対応を 図ら れたい。  

 

( 2)  一時的に他の介護保険施設や医療機関等に避難し ている 利用者に対す

る請求方法について 

今般の災害に伴い、 介護保険施設等の入所者が、 一時的に他の介護保険

施設や医療機関等に避難し 、 施設サービスや医療サービスの提供を受けよ

う と する場合、 原則と し て、 避難先の施設等へ入所・ 入院等を 行い、 避難

先の施設等が施設介護サービス費や診療報酬を 請求するこ と 。  

ただし 、 一時的避難の緊急性が高く 、 手続が間に合わない等やむを得な

い場合に、 こ れまで提供さ れていたサービスを 継続し て提供でき ていると

保険者が判断し たと き は、 避難前の介護保険施設等が施設介護サービス費

等を請求し 、 避難先の介護保険施設や医療機関等（ ※） に対し て、 必要な

費用を 支払う 等の取扱いと し ても 差し 支えない。  

 

 ※介護保険施設等の入所者が有料老人ホームやサービ ス付き 高齢者向け

住宅等の介護保険適用外の高齢者施設等に入所し た場合も 同様の取扱

いと し て差し 支えない。  

 

( 3)  利用者負担や居住等に係る費用等の取扱いについて 

( 2)  に記載のと おり 、 介護保険施設等の入所者が一時的に別の介護保険

施設等に避難し ている場合、 原則と し て、 避難先の施設等へ入所等を行う

対応と する。  

し たがっ て、 利用者負担、 居住等及び食事の提供に係る利用料並びに日

常生活費等（ 以下「 利用料等」 と いう 。） については、 原則と し て、 避難先

の施設等において、 受け入れた利用者ごと に必要な額を設定し 、 契約の締

結等の適正な手続に基づいて、 避難先の施設等が利用者から 直接受領する

こ と 。  

ただし 、 ( 2)  と 同様に、 一時的避難の緊急性が高く 手続が間に合わない

等やむを得ない場合には、 避難前の施設等が利用者から 利用料等を 受領し 、

避難先の施設等に対し て、 必要な費用を支払う 等の取扱いと し ても 差し 支

えない。  

避難前の施設等が請求し ていた費用の額を 請求する こ と が適切でない

等の場合には、 利用者の同意を 得た上で、 避難前の施設等が適切な額の請

求を行う こ と と し て差し 支えない。  

その他、 個別の事情に応じ て、 柔軟な取扱いと し て差し 支えない。  



3 
 

 

( 4)  避難所等において居宅サービスを 提供し た場合について 

今般の災害に伴い、 避難所や避難先の家庭等で生活し ている要介護者及

び要支援者に対し て、 避難所や避難先の家庭等において居宅サービスを提

供し た場合であっ ても 、 介護報酬の算定は可能である。  

ただし 、サービスの提供に当たっ ては、市町村、地域包括支援センタ ー、

指定居宅介護支援事業所等と の連携を図り 、 でき る限り ケアプラ ンに沿っ

て、 必要な介護サービスを確保するよう 努めるこ と 。  

 

( 5)  利用者の処遇を 本来行う べき 場所以外で行っ た場合について 

事業所等の被災や避難者の受入れによ り 、 やむを 得ず居室以外の場所

（ 食堂や静養室、 地域交流スペース等） で利用者の処遇を 行っ た場合であ

っ ても 、 利用者の処遇に配慮するこ と を前提と し て、 介護報酬の算定は可

能である。 ただし 、 本来処遇さ れる べき 場所以外の場所におけるサービス

提供が長期的に行われるこ と は適切ではないため、 適切なサービスを 提供

可能な受け入れ先等の確保に努めるこ と 。  

 

( 6)   事業所等の人員基準等を満たすこ と ができ なく なっ た場合について 

   ① 職員の数・ 構成等が変動し た場合 

今般の災害に伴い、 職員の確保が困難になっ た等のやむを 得ない事情

により 、 職員の数・ 構成等が変動し 、 基準省令等に定める人員基準や、 報

酬告示等に定める加算の算定要件を 満たすこ と ができ なく なっ た場合は、

利用者の処遇に配慮するこ と を前提と し て、当面の間、柔軟な取扱いを行

う こ と と し て差し 支えない。  

し たがっ て、例えば、一定の基準以上の人員配置を要件と する加算や、

有資格者等を 配置し た上で所定の行為を 実施するこ と を 要件と する 加算

の算定については、柔軟な取扱いが可能である。また、 人員基準欠如に係

る減算については、適用し ないこ と と し て差し 支えない。なお、 被災地以

外の地域から 被災地に職員を 派遣し たこ と により 職員が一時的に不足し 、

人員基準等を 満たすこ と ができ なく なる場合についても 、 同様と する。  

 

例： 認知症加算（ 通所介護・ 地域密着型通所介護・（ 看護） 小規模多機能

型居宅介護等）、 認知症専門ケア加算（ 訪問介護・ 訪問入浴介護・ 短期

入所生活介護等）、 認知症チームケア推進加算（ 認知症対応型共同生活

介護・ 介護老人福祉施設等）、移行支援加算（ 訪問リ ハビリ テーショ ン・

通所リ ハビリ テーショ ン）、 中重度者ケア体制加算（ 通所介護・ 通所リ
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ハビリ テーショ ン）、 特定事業所加算（ 訪問介護・ 居宅介護支援）、 サー

ビス提供体制強化加算（ 訪問入浴介護・ 通所介護等）、 個別機能訓練加

算（ 通所介護・ 地域密着型通所介護・ 特定施設入居者生活介護等）（ ※）  

 

※上記の加算名・ サービス名は例示であり 、一定の人員配置等を 要件と す

る他の加算等について同様の取扱いを 妨げるも のではない（ 以下、加算

名・ サービス名を 列挙し ている箇所については全て同じ 。）  

 

② 利用者の数・ 構成等が変動し た場合 

今般の災害に伴い、 避難者や新規利用者の受入れを 行っ た等のやむを

得ない事情により 、利用者の数・ 構成等が変動し 、 基準省令等に定める人

員基準や、 報酬告示等に定める加算の算定要件を 満たすこ と ができ なく

なっ た場合は、各加算の要件における利用者の数・ 構成等の算出の際、利

用者の処遇に配慮するこ と を 前提と し て、当面の間、災害に伴っ て新規に

受け入れを 行っ た利用者数を 除外する等の柔軟な取扱いを 行っ ても 差し

支えない。  

し たがっ て、 例えば、定員超過利用に係る減算については、適用し ない

こ と と し て差し 支えない。  

なお、被災地域以外の事業所が、被災地域から の避難者の受け入れを行

っ た場合についても 、 同様と する。  

 

例： 看護体制加算（ 短期入所生活介護・ 介護老人福祉施設等）、 特定事業

所加算（ 居宅介護支援）、日常生活継続支援加算（ 介護老人福祉施設等）  

 

( 7)    事業所等の設備基準を 満たすこ と ができ なく なっ た場合について 

今般の災害に伴い、 事業所等が被災し た又は避難者の受入を 行っ た等

のやむを 得ない事情によ り 、 基準省令等に定める設備基準を 満たすこ と

ができ なく なっ た場合は、 利用者の安全や処遇に配慮するこ と を前提に、

柔軟な取扱いを 行う こ と と し て差し 支えない。  

 

( 8)    事業所等の運営基準を 満たすこ と ができ なく なっ た場合について 

今般の災害に伴い、 基準省令等に定める 運営基準を 満たすこ と ができ

なく なっ た場合は、利用者の処遇に配慮するこ と を前提と し て、当面の間、

柔軟な取扱いを 行う こ と と し て差し 支えない。  

 例えば、 今般の災害に伴い、やむを 得ない事情により 、各加算の要件に

おける 定期的な会議の開催が困難と なっ た場合は、 適切な情報連携に努
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めるこ と を 前提と し て、当面の間、柔軟な取扱いを 行う こ と と し て差し 支

えない。  

 また、 サービス提供前の文書による 指示及びサービス提供後の報告を

要件と する加算について、被災等を要因と し て、 適切な指示・ 報告を 行う

こ と ができ なかっ た場合についても 、 同様と する。  

 

例： サービス提供体制強化加算（ 訪問入浴介護・ 通所介護等）、 特定事

業所加算（ 訪問介護・ 居宅介護支援）、 リ ハビリ テーショ ンマネジメ

ント 加算（ 訪問リ ハビリ テーショ ン・ 通所リ ハビリ テーショ ン）  

 

( 9)    変更の届出について 

   今般の災害に伴い、指定事項の変更届出について、変更があっ たと き か

ら 10 日以内に都道府県知事又は市区町村長に届け出るこ と ができ なかっ

た場合であっ ても 、 柔軟な取扱いと し て差し 支えない。  

 

( 10)   月額包括報酬サービスの日割り 計算について 

月当たり の基本報酬の単位数が定まっ ている 月額包括報酬の対象サー

ビス（ ※） の事業所について、 今般の被災等により 、 事業所が休業し 、 利

用者に対し て、 計画に基づく 適切な利用回数等のサービスが提供でき なか

っ た場合であっ ても 、 当該利用者にかかる介護報酬等の算定ができ ないこ

と と するのではなく 、 日割り 計算による報酬の算定を行っ ても 差し 支えな

い。  

日割り 計算を 行う 場合、 算定対象と なる日数は、 月の総日数から 、 災害

の影響により 休業し た期間（ 定期休業日を 含む。 ） を 差し 引いた日数と す

る 。 介護給付費の請求に当たっ ては、 日額のサービスコ ード の単位数に、

算定対象と なる日数を乗じ て、 必要な単位数を算定するこ と と する。  

また、 事業所における燃料の調達が困難であっ たために、 訪問・ 送迎に

支障が生じ たこ と により 、 適切な利用回数等のサービスが提供でき なかっ

た場合も 、 同様の取扱いと する。  

なお、 居宅介護支援及び介護予防支援並びに介護予防・ 日常生活支援総

合事業（ 第一号介護予防支援事業に限る。） については、 指定居宅サービス

等の提供の確保を 図る業務であり 、 適切な利用回数等と いっ た考え方にな

じ まないため、 日割り 計算の対象と はし ない。  

 

※訪問看護（ 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護事業所と 連携し て訪問看

護を 行う 場合に限る。）、 介護予防通所リ ハビリ テーショ ン（ 介護予防特
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定施設入居者生活介護における 外部サービ ス利用型を 含む。）、（ 介護予

防） 福祉用具貸与（（ 介護予防） 特定施設入居者生活介護における外部サ

ービス利用型を 含む。）、 定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護、 療養通所

介護、 夜間対応型訪問介護、（ 介護予防）（ 看護） 小規模多機能型居宅介

護及び介護予防・ 日常生活支援総合事業（ 指定相当訪問型サービス及び

指定相当通所型サービスにおいて月額包括報酬と し た場合に限る。）  

 

( 11)   ADL 維持等加算について 

今般の災害に伴い、ADL 維持等加算に係る評価対象者の初月または６ 月

目の ADL 値が測定でき なかっ た場合、 ADL 利得計算において、 当該評価対

象者を 、 利得計算の「 対象外」 と するこ と が可能である。 その場合、 LI FE

システムに入力する「 対象外と する理由」 の欄に、 災害の影響によ り ADL

値が測定でき なかっ たも のである旨を 記載するこ と 。  

 

( 12)  介護職員等処遇改善加算の取扱いについて 

① 処遇改善計画における期間内の賃金改善が困難な場合 

処遇改善計画における 賃金改善の実施期間を 令和６ 年７ 月以降までに

設定し ている事業者において、今般の災害に伴い、期間内の賃金改善が困

難な場合であっ ても 、通常の賃金改善の実施期間を超えて、一時金等によ

り 職員への事後的・ 追加的な賃金改善がなさ れる こ と が見込まれる 場合

は、 都道府県等の判断において、 当該追加的な賃金改善を 、通常の賃金改

善の実施期間内になさ れた賃金改善額と 取り 扱っ て差し 支えない。  

② 実績報告書の提出期限に係る取扱い 

処遇改善加算の算定に当たっ ては、 各事業年度における 最終の加算の

支払いがあっ た月の翌々月の末日までに、 都道府県知事等に対し て実績

報告書を 提出する こ と と し ているが、 今般の災害に伴う 被災状況等を 踏

まえ、都道府県等の判断において、実績報告書の提出期限を 適宜延長する

こ と が可能である。  

 

２ ． サービス類型別の事項 

( 1)  訪問介護 

今般の災害に伴い、 各訪問介護事業所において訪問介護等に従事する介

護職員が不足し た場合であっ て、 例えば、 一時的に通所介護事業所の職員

（ 介護職員初任者研修修了者）を 代わり に従事さ せる場合、通常であれば、

介護保険法第 75 条等に規定する届出を 行う 必要があると こ ろ 、 被災者に

対するサービス提供の確保の観点から 、 届出時期の猶予等の柔軟な取扱い
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を 行う こ と と し て差し 支えない。  

なお、 平成 11 年４ 月 20 日の全国介護保険担当課長会議資料において、

「 運営規程の内容のう ち『 従業者の職種、 員数及び職務の内容』 について

は、 その変更の届出は１ 年のう ちの一定の時期に行う こ と で足り る」 旨の

周知を 行っ ているため、 適宜参照さ れたい。  

 

( 2)  通所介護・ 通所リ ハビリ テーショ ン・ 認知症対応型通所介護・ 地域密着

型通所介護・ 療養通所介護 

今般の災害に伴い、 通所介護事業所等の浴槽等の入浴設備が使用でき な

く なり 、 入浴サービスが提供でき なく なっ た場合であっ ても 、 事業所が利

用者のニーズを確認し 、 清拭・ 部分浴など、 入浴介助に準ずるサービスを

提供し ていると 認めら れると き は、 入浴サービスの提供を 再開でき るまで

の間、 入浴介助加算の算定が可能である。  

なお、 療養通所介護においては、 入浴介助を行わない場合の減算を適用

し ない取扱いが可能である。  

 

( 3)   療養通所介護・（ 看護）（ 介護予防） 小規模多機能型居宅介護 

今般の災害に伴い、 やむを得ない事情により 、 一時的に、 サービスの提

供回数が、 サービス提供が過少である場合の減算の基準（ ※） に該当する

場合であっ ても 、 当面の間、 当該減算を適用し ないこ と が可能である。  

ただし 、 上記の取扱いに関わら ず、1( 10) の状況に該当する場合には、休

業等を 行っ た期間について、 日割り 計算を 適用するも のと する。  

 

※（ 介護予防） 小規模多機能型居宅介護にあっ ては登録者１ 人当たり 平均

回数が週４ 回未満、 看護小規模多機能型居宅介護にあっ ては週１ 回未満

または登録者１ 人当たり 平均回数が週４ 回未満、 療養通所介護にあっ て

は利用者１ 人当たり 平均回数が月５ 回未満。  

 

( 4)  （ 介護予防） 短期入所生活介護 

短期入所生活介護における長期利用者に対する減算（ 自費利用などを 挟

み実質連続 30 日を 超える利用者について基本報酬を減算するも の） につ

いて、 今般の被災により 、 在宅に戻れずやむを 得ず短期入所生活介護を 継

続し ている場合には、 減算を適用し ない取扱いが可能である。  

また、（ 介護予防） 短期入所生活介護における長期利用の適正化（ 自費利

用などを挟み実質連続 60 日（ 介護予防は 30 日） を 超える利用者について

施設入所の報酬単位と の均衡を 図るも の） についても 、今般の被災により 、
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在宅に戻れずやむを得ず（ 介護予防） 短期入所生活介護を継続し ている場

合には、 適用し ない取扱いが可能である。  

 

 ( 5)  （ 介護予防） 福祉用具貸与 

 今般の災害に伴い、 被災前に使用し ていた福祉用具が滅失又は破損し た

場合は、 再度、 貸与を 受けるこ と が可能である。  

 

( 6)  特定（ 介護予防） 福祉用具販売 

    今般の災害に伴い、 被災前に購入し ていた特定（ 介護予防） 福祉用具が

滅失又は破損し 、 再度同一の福祉用具を 購入する場合には、 介護保険法施

行規則（ 平成 11 年厚生省令第 36 号） 第 70 条第２ 項に定める「 特別の事

情がある」 も のと し て、 当該購入に係る費用に対し 保険給付するこ と が可

能である。  

 

（ 7）  居宅介護支援 

  ① 介護支援専門員が担当する件数が 45 件以上と なっ た場合 

     今般の災害に伴い、 職員の確保が困難になっ た場合等の事情により 、

介護支援専門員が、 やむを得ず一時的に 45 件以上の利用者を 担当せざ

るを 得ない場合は、 45 件以上の部分について、 居宅介護支援費の減額を

行わないこ と が可能である。  

なお、 被災地域以外の事業所が、 被災地域から の避難者の受け入れを

行っ た場合についても 、 同様と する。  

また、 居宅介護支援費（ Ⅱ） を 算定する場合は、「 45 件」 を「 50 件」

と 読み替える。  

   ② 一時的に基準による運用が困難な場合 

     被災による交通手段の寸断等の事情により 、 利用者の居宅を訪問でき

ない等、 やむを 得ず一時的に基準による運用が困難な場合は、 運営基準

減算を適用し ない取扱いが可能である。  

     また、 基準省令に定める居宅サービス計画等の実施状況の把握（ モニ

タ リ ング） についても 、 同様に実施が困難な場合は、 電話等により 本人

又は家族へ確認し たこ と を 居宅介護支援経過へ記録する こ と を も っ て

行う こ と が可能である。  

なお、 介護予防支援においても 、 同様と する。  

   ③ 一時的に特定の事業所にサービスが集中せざるを 得ない場合 

     被災地域において、 介護サービスの提供可能な事業所が少なく なる等

の事情により 、 やむを得ず一時的に特定の事業所にサービスが集中せざ
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るを 得ない場合は、 特定事業所集中減算を 適用し ない取扱いが可能であ

る。  

 

（ 8）  定期巡回・ 随時対応型訪問介護看護 、（ 看護） 小規模多機能型居宅介護 

総合マネジメ ン ト 体制強化加算（ Ⅰ） について、 今般の被災等によ り 、

やむを 得ず「 日常的に利用者と 関わり のある地域住民等の相談に対応する

体制の確保」 の要件を満たすこ と ができ なく なっ た場合についても 、 算定

が可能である。  

 

( 9)   介護老人福祉施設・ 介護老人保健施設・ 介護医療院・（ 介護予防） 短期入

所生活介護・（ 介護予防） 短期入所療養介護 

   ① 避難前と 避難後で別のケアを行っ ている場合の請求方法 

     避難前の施設等においてユニッ ト ケアを受けていた利用者が、 避難先

において従来型個室などの異なる環境でサービスを 受けている場合、 避

難前の施設等において提供し ていたサービス（ ユニッ ト ケア） を継続し

て提供し ていると 判断でき ると き は、 従前の算定区分により 請求し て差

し 支えない。  

     ただし 、 本来処遇さ れるべき 場所以外の場所におけるサービス提供が

長期的に行われるこ と は適当ではないため、 適切なサービスを 提供でき

る受け入れ先等の確保に努めるこ と 。  

   ② ユニッ ト 型個室を多床室と し て使用し た場合の請求方法 

     避難者を 受け入れて入所さ せた施設において、 こ れまでユニッ ト 型個

室と し て使用し ていた部屋を 多床室と し て利用し た場合、 こ れまで提供

し てき たユニッ ト ケアが継続し て提供し ていると 判断でき ると き は、 こ

れまでの利用者の了解を得た上で、 こ れまでの利用者及び被災者の双方

について、 ユニッ ト 型個室の区分により 請求し て差し 支えない。  

ただし 、 本来処遇さ れるべき 場所以外の場所におけるサービス提供が

長期的に行われるこ と は適当ではないため、 適切なサービスを 提供でき

る受け入れ先等の確保に努めるこ と 。  

 

以上 
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令和6年度介護⽣産性向上推進総合事業（⻑野県）

生産性向上の取組に関する研修会
＆介護ロボット・ICT機器展示会

介護サービス事業所・障害福祉サービス事業所対象

8月29日（木） １３：００～１５：００ (松本市浅間温泉文化センター）

8月30日（金） １３：００～１５：００ (JA長野県ビル）

講師 ： 社会福祉法人善光会 サンタフェ総合研究室

研究員 谷 明紀 氏
プロフィール：善光会のノウハウをベースにコンサルタントとして介護事業所のDX支援や
                      自治体支援に取り組む。これまでDXを支援してきた事業所は、20事業所
                      以上。

パネラー：長野県内の介護、障害福祉事業所各1事業所の代表者

『介護分野でのテクノロジーの活用方法を学ぶ』

介護ロボット機器メーカー10社以上が展示を行います。実際に触って、
話を聞いて、事業所にあった導入計画を検討してみませんか？
機器の試用貸出に関する相談も受付けます。

☆裏面より8月23日（金）までにお申込みください。

①介護分野に求められているものは？

②令和6年度の介護報酬改定を通じて

③テクノロジーを利用した生産性向上の取組について

⇒講師講演と事業所とのパネルディスカッションを通して介護ロボット、ICTの導入

の実際を学ぶことが出来ます。

同時開催
１１：００～１６:００

『介護ロボット・ICT機器展示』
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【手順1】「受講を申し込む」受講申込書に上記項目全てご記入の上、FAX又はメール等でお申込みください。
【手順２】・会場参加の⽅は当⽇会場に直接お越しいただき受付を⾏ってください。
・WEB参加の⽅はセミナー配信前⽇までに視聴⽤URL、資料URL、パスワードをメールで送付します。
・後⽇WEB視聴の⽅はお申込みいただいたメールアドレスに配信が始まりましたらURLを送信いたします。配信終了⽇までにご覧ください。

FAX:026-232-0906 または メール:nagano@kaigo-center.or.jp

＜Webセミナー受講における禁止事項及び注意事項＞ ※お申込みの際は必ずご確認、ご同意をお願いします。
◆禁止事項◆
●本Webセミナーの視聴⽤URLとパスワード等の第三者への転⽤、貸与。●本WebセミナーのSNS上への掲載。●本Webセミナーにおける著作権を侵害す
る⾏為を⾏うこと。●本Webセミナーの録画・録⾳・撮影、スクリーンショットやダウンロードおよび資料の無断複写や転⽤、転載等。
◆注意事項◆
●Webセミナーの視聴の際、インターネット利⽤環境等についてのご質問はお受け出来かねますので、予めご了承ください。
●受講に必要な機材や通信費は受講者様でご負担ください。スマートフォン等による視聴は、パケット通信料定額制に加入していない場合、特にご注意くだ
さい。
●Webセミナー視聴の際、PCウイルス感染した場合、当センターで責任は負いかねますので、視聴する端末等のセキュリティ対策は受講者様で⾏って頂く
ようお願いします。なお、受講者様の機材や通信環境が原因でPCウイルスに感染し損害が発⽣した場合、当該受講者様に賠償責任を取っていただくことがあ
ります。

ご相談・問合せ先
⻑野県介護・障がい福祉⽣産性向上総合相談センター
（（公財）介護労働安定センター⻑野⽀部内併設）
TEL:026-232-0898 FAX:026-232-0906
⻑野県⻑野市南県町1082 ND南県町ビル5階

研修日
参加日に〇を
してください。

参加方法
〇をつけてください。

８月２９日（木） 松本会場 研修
（松本市浅間温泉文化ホール 中会議室）

会場参加のみ

８月２９日（木） 松本会場 展示会
（松本市浅間温泉文化ホール 多目的ホール）

―

８月３０日（金） 長野会場 研修
（JA長野県ビル １２階 D会議室）

会場参加・WEB参加

８月３０日（金） 長野会場 展示会あり
（JA長野県ビル １２階 B会議室）

―

後日研修内容WEB視聴（録画配信）
※上記研修に両日参加できない方対象
（申込者に後日視聴URLをお伝えいたします。）

―

生産性向上の取組に関する研修会

法人名 所在地
〒

事業所名

TEL FAX

mail

担当者氏名（役職）

（ ）
区分

介護 ・ 障害福祉
サービス種別

mailto:nagano@kaigo-center.or.jp

